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指標の重要性と位置付けについて
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レイヤ 例 指標（例） 基本計画での扱い

① 政策目的 ・優秀な人材の育成・確保
・多様で卓越した知の創出

・教員の若手割合
・トップ10％論文数の
割合

主要21指標を例示（具体的にどのデータ
を用いるかは未定）→うち８指標は数値
目標化（閣議決定） （※）

② 政策を実現する
施策の方向性

・優秀なPIの公正で透明な
採用
・博士課程の魅力の拡大

・テニュアトラック制の
普及状況
・博士課程学生の経済
的支援の状況

③ 具体的取組 ・卓越研究員制度の創設
・科研費の改革・強化

・個別取組の実施状況
・個別取組の効果

○ 科学技術イノベーション政策を推進していく上で、客観的根拠（データ）に基づき政策推進を図っていく重要性が一層増
している。第５期基本計画においても、新たなフォローアップの仕組みとして指標及び目標値が設定されたところ。

○ 第５期基本計画本文には、政策領域毎に、原則、「①政策目的」、「②施策の方向性」、「③具体的取組」の３つのレイヤ
の内容が記載されている。そのうち、①のレイヤに関して、第５期基本計画では「指標」及び「目標値」が設定されている。
（関係性は下表を参照。）

（※） 現在、総合科学技術・イノベーション会議（科学技術イノベーション政策推進専門調査会）では、①のレイヤに関
連する指標群（21指標＋α）を設定するための検討が実施されている。



指標の収集・把握に関する基本的考え方について

第５期基本計画の政策－施策体系に沿って、政策領域（俯瞰マップ）毎に、総合政策特別委員会と各担当
分科会等が連携して、文部科学省として５年間注視する「指標（群）」を明らかにしていくべきではないか。

＜具体的進め方（案）＞

✔ 総合政策特別委員会において、政策領域（俯瞰マップ）毎に指標を例示。その際、科学技術研究調査等の「状況」を明らか
にする調査のみならず、NISTEP定点調査等の「意識変化」を明らかにする調査等の活用が重要。（⇒ 俯瞰マップ７、８、９、
12について、P３以降に指標抽出の具体的手法を例示。）
各分科会等において、上記例示を参考にしつつ、各担当領域における取組等を検討する中で指標（群）をブラッシュアップ。

それらの検討を総合政策特別委員会が集約・追補し、本年中を目途に文部科学省としての重要な指標（群）を取りまとめ。

✔ その際、下記のような課題が存在することに留意。当面（本年中）は、現在収集可能な情報を基にした検討を行いながら、
下記課題を順次解決しながら、指標は適宜柔軟に追加・見直し。

（指標設定の上での主な課題（例））
・基本計画の記述内容をフォローアップするための適切な定量的指標の設定が現時点で困難（第３章など）
・把握すべき重要な内容であるが、それを裏付ける、定期的に収集している調査結果（データ）が現時点で存在しない
・把握すべき重要な内容であるが、それを裏付けるための調査結果（データ）について、様々なものが存在する
・分野の特性が大きく影響し、分野別で状況が大きく異なる 等

なお、中長期的には、第５期基本計画が提示した政策－施策体系を裏付ける客観的根拠（例：人材の多様性が高ま
ることとイノベーション創出確率との因果関係 等）を明確にしておくことも重要。シンクタンク等も活用しながら、第６期
基本計画策定を見据えた調査研究を推進。

○ 科学技術・学術審議会の各分科会等（事務局）は、担当領域の政策、施策、個別取組等を企画・立案・評価する上で必要
となる指標（レイヤ①～③の全て）を基本的には収集・把握している。一方で、収集・把握の対象に偏りが見られるなど、必
ずしも体系的・俯瞰的に指標（群）を把握できていないことは課題。

○ 総合政策特別委員会は、全体俯瞰を行い重要課題の抽出を行うとともに、文部科学省の科学技術イノベーション政策の
進捗状況の全体像を対外的に発信する役割を担う。
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（参考１）
指標設定のイメージ
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（設定イメージ①）俯瞰マップ７ 人材の育成確保・活躍促進

初中教育段階学部・修士段階博士段階ポスドク段階

＜研究者（大学、公的研究機関）のキャリアパス＞

PI初期段階
○能力・才能の伸長
○STI人材の裾野拡大

○多様な人材育成○育成（質の保証）
○キャリアパス多様化
（質・量のマッチング）

○育成（能力伸長）
○競争・選抜
○キャリアパス多様化

○育成（PIとして）

○博士以降の魅力拡大

○公正で透明な採用
（海外経験大事）

◆優秀な研究者（多様で卓越した知を創出する人材）の確保

・キャリアパスの明確化
・経済的支援（特に博士）

○博士の質・量の確保
・優秀な学生獲得
・優秀な社会人獲得◆最大限の能力・意欲の発揮

◆適材適所の活躍

○自立的研究環境（PI、ポスドク）
○研究費（PI、ポスドク）
○雇用の安定性（PI）

・人材の流動性の確保

○年齢構成の適正化（若手活躍）
・実効性ある人事評価システム

◆STIを担う多様な人材の確保、適材適所の活躍

＜企業等で経営戦略を担う人材、技術経営人材、知財人材等＞
○各職種のキャリアパス確立 ○職種に応じた人材育成

◆企業技術者の活躍
＜PM、URA、技術支援者、技術移転人材、大学経営人材等＞

○職種に応じた人材育成（社会人の学びの充実）

○人材育成

優れたPI

【目的】 科学技術イノベーションを支える人材個々の質の向上、最大限かつ適材適所での活躍

◆STI人材の持続的確保のための基盤構築

○公募型資金の改革
○機関の予算配分・評価の活用

促進

4

●博士課程入学者数の推移
●博士課程への進学率
●社会人学生数の推移

●数学・理科の学習到達度
●理系好きの児童生徒割合

●経済的支援状況
●RA、TA割合の推移

●博士号取得者
数の推移

●就職者の進路

●大学本務教員の若手割合
●任期無しポストの若手研究者割合
●研究者１人当たりの研究費の推移

●テニュアトラック
制の普及状況

●卓越研究員制度
の普及状況

●研究支援者数の推移
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基本計画

（目標）

○40歳未満の大学本務教員の数を１割増加

（主要指標）

○任期無しポストの若手研究者割合
○児童生徒の数学・理科の学習到達度

指標例（総合政策特別委員会）

（重要と思われる指標のうち、現時点で定量かつ
定期的に取得でき得るものを抽出）

○博士課程への入学者数
○修士課程から博士課程への進学率
○社会人学生数の推移
○博士課程学生の経済的支援状況
○ＲＡ、ＴＡ割合の推移
○博士号取得者数の推移
○就職者の進路
○テニュアトラック制の普及状況
○卓越研究員制度の普及状況
○大学本務教員の若手割合
○任期無しポストの若手研究者割合
○研究者１人当たりの研究費の推移
○研究支援者数の推移
○数学・理科の学習到達度
○理科好きの児童生徒割合

＋NISTEP定点調査（意識調査）

（設定イメージ①）俯瞰マップ７ 人材の育成確保・活躍促進



（設定イメージ②）俯瞰マップ８ 人材の多様化・流動化

○優秀な外国人研究者の受入れ・活躍
○優秀な外国人留学生の受入れ・活躍
○外国人研究者・留学生の定着

◆人材の多様性の確保

【目的】 人材政策を通じた、新たな知識や価値、イノベーションが創出される可能性の拡大

◆人材の移動促進、あらゆる世代の人材の適材適所での活躍

＜分野を超える＞＜性別の多様性確保＞

＜国籍の多様性確保＞

＜セクターを越える＞

○女性の活躍促進
・女性が活躍する環境整備
・女性リーダーの登用
・次代を担う女性の拡大

＜国境を越える＞

＜組織を超える＞

○海外派遣者の増加

○機関の給与制度・雇用制度改革
○共同研究の仕組み
○キャリアパスの多様化（セクターを越える）

○留学する学生の増加

＜海外経験者が国内で活躍＞

＜日本人が海外で活躍＞

○公募・採用の工夫
○帰国後の研究環境整備

○国際的な研究ネットワークの構築・強化（組織間、個人間ネットワーク）

○我が国の研究、研究者、研究機関の国際競争力の強化
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●女性研究者数・割合の推移
●女性研究者採用割合の推移
●女性研究者割合の国際比較

●外国人研究者数の推移（期間別）
●外国人研究者数の推移と割合（WPI拠点）
●外国人留学生数の推移（所属機関別）

●共同研究実施件数の推移
●共同研究の取扱い状況

●海外派遣者数の推移（期間別）

●セクター間の異動状況



（設定イメージ②）俯瞰マップ８ 人材の多様化・流動化
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基本計画

（目標）

○女性研究者採用割合３割

（主要指標）

○女性研究者採用割合

指標例（総合政策特別委員会）

（重要と思われる指標のうち、現時点で定量かつ
定期的に取得でき得るものを抽出）

○女性研究者数・割合の推移
○女性研究者の採用割合の推移
○女性研究者割合の国際比較
○外国人研究者数の推移（期間別）
○外国人研究者数の推移と割合（WPI拠点）
○外国人留学生数の推移（所属機関別）
○セクター間の異動状況
○共同研究実施件数の推移
○共同研究の取扱い状況
○海外派遣者数の推移（期間別）

＋NISTEP定点調査（意識調査）



（設定イメージ③）俯瞰マップ９ 学術研究・基礎研究推進

【目的】 イノベーションの源である多様で卓越した知の創出
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◆多様な知の創出
内在的動機による学術研究

戦略的・要請的な基礎研究

※両者の適切なバランス

知の基盤の強化
（量的観点）

○挑戦性、総合性、融合性、国際性
の観点からの改革・強化

○客観的根拠に基づく戦略目標
○改革・強化（独創性・革新性重視）

＜特に重視する研究の枠組み＞
○学際的・分野融合的な研究
（人社・自然の連携は特に大事）
○国際共同研究
（国際研究ネットワーク構築）

＜拠点の形成・活用＞
○大学共同利用機関の改革

○世界トップレベル拠点の形成

◆卓越した知の創出
知の基盤の強化
（質的観点）

○共同利用・共同研究拠点改革

●科研費の新規採択率の推移
●科研費が関与した論文割合の推移

●大学共同利用機関の
採択件数の推移

●共同利用・共同研究
拠点数の推移

●世界トップレベル拠点
の形成状況

（外国人研究者比率、
外国人教員比率等）

●国際共著論文比率の
推移

●総論文数及び国
際シェアの推移

●総論文数に占める被引用回数トップ10％、
トップ1％論文数割合の推移

●トップ10％論文数及び国際シェア
●トップ１％論文数及び国際シェア



（設定イメージ③）俯瞰マップ９ 学術研究・基礎研究推進
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基本計画

（目標）

○総論文数に占める被引用回数トップ10％
論文数の割合10％

（主要指標）

○論文数・被引用回数トップ１％論文数
及びシェア

指標例（総合政策特別委員会）

（重要と思われる指標のうち、現時点で定量かつ
定期的に取得でき得るものを抽出）

○総論文数及び国際シェアの推移
○総論文数に占める被引用回数トップ１０％論文
数割合の推移
○総論文数に占める被引用回数トップ１％論文
数割合の推移
○被引用回数トップ10％論文数及び国際シェア
○被引用回数トップ１％論文数及び国際シェア
○科研費の新規採択率の推移
○科研費が関与した論文割合の推移
○国際共著論文比率の推移
○大学共同利用機関の採択件数の推移
○共同利用・共同研究拠点数の推移
○世界トップレベル拠点の形成状況
（外国人研究者比率、外国人教員比率等）

＋NISTEP定点調査（意識調査）



（設定イメージ④）俯瞰マップ12 オープンイノベーション推進

【目的】 国内外の産学官の「共創」の誘発により、世界を先導するイノベーションが創出される可能性の拡大

企業

◆産学官の「共創」の機会の充実

・大企業
・中小・ベンチャー企業

大学

海外機関

○人材・知・資金の移動
・人材の移動

・知識・技術の移動

・資金の移動
（特に企業から大学・
公的研究機関へ）

「壁」がある中で
効果的な手法

○「場」の形成
（キーワード）
・リニアからスパイラルへ
・過去の蓄積の活用
・競争領域と協調領域
の設定
・目標の共有 各機関が「世界から

研究パートナーとして
必要とされる」機関へ

公的研究機関
（特に国立研発）

連携

本格的産学官連携

連携加速

◆世界を先導するイノベーション
創出の可能性拡大

○各機関のオープンイノベーション推進体制の強化
＜企業＞ ・オープンイノベーションの取組強化
＜大学＞ ・産学官連携のための経営改革・体制整備
＜公的研究機関＞
・産学官連携のための経営改革・体制整備
・橋渡し機能の強化（国立研発）
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●セクター間の異動状況

●大学教員における
自校出身者の占
める割合

●オープンイノベーション
の進捗状況

●国際共同出願数

●大学や公的研究機関と
協力している企業の割合

●企業からの研究費受入額
●企業との共同研究件数と受入額
●企業との共同研究費の推移（１件あたり）

●産業界への大学技術移転件数の推移



（設定イメージ④）俯瞰マップ12 オープンイノベーション推進
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基本計画

（目標）

○セクター間の研究者の移動数２割増
○大学・国立研究開発法人の企業から

の研究費受入額５割増

（主要指標）

○セクター間の研究者の移動数
○大学・公的研究機関の企業からの

研究費受入額
○国際共同出願数

指標例（総合政策特別委員会）

（重要と思われる指標のうち、現時点で定量かつ
定期的に取得でき得るものを抽出）

○大学や公的研究機関と協力している企業の割合
○セクター間の異動状況
○大学教員における自校出身者の占める割合
○国際共同出願数
○オープンイノベーションの進捗状況
○企業からの研究費受入額
○企業との共同研究件数と受入額
○企業との共同研究費の推移（１件あたり）
○産業界への大学技術移転件数の推移

＋NISTEP定点調査（意識調査）



（参考２）
関連データ集
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（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

13出典：NISTEP「科学技術指標2015」

○大学院入学者数（修士課程、博士課程）

修士課程

博士課程



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

14出典：文部科学省「学校基本調査報告書」

○修士課程修了者に占める就職者の割合等の推移



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例
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○日本の社会人大学院生（在籍者）の状況

出典：NISTEP「科学技術指標2015」
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（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

出典：文部科学省作成

○学生に対する経済的支援の全体像



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例
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○博士課程学生の経済的支援の状況（受給額別）

17
出典：平成25年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課程学生の経済的支援状況と進路実態に係る調査研究」

（平成26年５月三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

18

○博士号取得者数の推移

出典：NISTEP「科学技術指標2015」



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

19

○分野別卒業者の進路状況（博士課程）

出典：文部科学省「平成27年度学校基本調査報告書」



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

20

○テニュアトラック制の普及状況

出典：文部科学省作成



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

21

○卓越研究員制度

出典：文部科学省作成



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

22

○大学本務教員の年齢構成

出典：文部科学省「平成25年度学校教員統計調査」



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

23

○RU11の教員における任期の有無と雇用財源（年齢別）

出典：NISTEP「大学教員の雇用状況に関する調査」



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

24

○日本の研究者１人当たり研究費の推移

出典：文部科学省「平成27年度科学技術要覧」



25

（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例
○大学部門の学問分野別研究支援者数

出典：NISTEP「科学技術指標2015」



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

26

○国際数学・理科教育動向調査（TIMSS）における我が国児童・生徒の理科の成績

出典：国立教育研究所「ＩＥＡ国際数学・理科教育動向調査の2011年調査」を基に内閣府作成



（参考）人材の育成確保・活躍促進 データ例

27

○理科好きの生徒割合（中2）

出典：国立教育研究所「ＩＥＡ国際数学・理科教育動向調査の2011年調査」

【数学】

【理科】



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

28

○日本の女性研究者数及び全研究者に占める割合の推移

出典：NISTEP「科学技術指標2015」



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

29

○女性研究者の採用割合（自然科学系大学教員）

出典：文部科学省「平成26年度学校基本調査」、文部科学省調べ「平成24年度女性教員の割合」を基に内閣府作成



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

30

○女性研究者割合の各国比較

出典：総務省「科学技術研究調査報告」、OECD「Main Science and Technology Indicators、
NSF「Science and Engineering Indicators 2014」を基に文部科学省作成



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

31

○ＷＰＩ拠点における外国人研究者数の推移と割合

出典：文部科学省作成



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

32

○海外からの受入れ研究者数の推移

出典：文部科学省「国際研究交流状況調査」（平成28年4月）



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

33

○外国人留学生数

出典：日本学生支援機構「外国人留学生在席状況調査（平成27年度）」



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

34

○セクター間の異動状況

出典：総務省「科学技術研究調査」を基に文部科学省作成



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

35

○国立大学等と民間等の共同研究実施件数の推移

出典：文部科学省「平成27年度科学技術要覧」



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

36

○共同研究・受託研究全体の実施機関数と関係規程の整備済機関数の推移

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施調査について」



（参考）人材の多様化・流動化 データ例

37

○期間別海外派遣研究者数の推移

出典：文部科学省「国際研究交流状況調査」（平成28年4月）



（参考）学術研究・基礎研究推進 データ例

38

○総論文数の推移

出典：NISTEP「科学技術指標2015」



（参考）学術研究・基礎研究推進 データ例

39

○我が国の被引用回数トップ10％論文数の推移及び
トップ１％論文数の推移と総論文に占める割合

出典：NISTEP「科学技術のベンチマーキング2015」を基に文部科学省作成



（参考）学術研究・基礎研究推進 データ例

40

○全分野での補正論文数シェア（トップ10％、トップ１％）

出典：NISTEP「科学技術のベンチマーキング2015」



（参考）学術研究・基礎研究推進 データ例

41

○科研費の新規採択率の推移

出典：文部科学省作成



（参考）学術研究・基礎研究推進 データ例

42

○科研費が関与した論文割合の推移

出典：学術研究助成の在り方について（研究費部会「審議のまとめ（その１）」）
（平成25年８月29日科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会）



（参考）学術研究・基礎研究推進 データ例

43

○分野ごとの国際共著論文（比率の推移）

出典：NISTEP「科学技術指標2015」



（参考）学術研究・基礎研究推進 データ例

44

○大学共同利用機関の採択件数の推移

出典：文部科学省「大学共同利用機関法人及び国立大学法人の附置研究所等の現状について」



（参考）学術研究・基礎研究推進 データ例

45

○国公私立大学を通じた共同利用・共同研究拠点制度について

出典：文部科学省作成



（参考）学術研究・基礎研究推進 データ例

46

○世界トップレベル研究拠点プログラム（ＷＰＩ）

出典：文部科学省作成



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

47

○高等教育機関や研究機関とイノベーション連携している企業の割合

出典：OECD「Science, Technology and Industry Scoreboard 2015」



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

48

○セクター間の異動状況

出典：総務省「科学技術研究調査」を基に文部科学省作成



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

49

○自校出身者の占める割合（大学教員、年齢別）

出典：文部科学省「学校教員統計調査」



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

50

○自校出身者の占める割合（大学教員、専攻分野別）

出典：文部科学省「学校教員統計調査」



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

51

○ＰＣＴ出願における国際共同出願数と国際特許出願の中に占めるその割合

出典：OECD「OECD.Stat」を基に内閣府作成



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

52出典：OECD「Science, Technology and Industry Scoreboard 2015」

○イノベーション知識の外部情報源



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

53

○大学等における内部使用研究費のうち企業から受け入れた金額の推移

出典：NISTEP「科学技術指標2015」



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

54

○大学等の民間企業との共同研究実施件数及び研究費受入額の推移

出典：文部科学省「平成26年度 大学等における産学連携等実施状況について」



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

55

○大学等の民間企業との共同研究に伴う１件当たりの研究費受入額の推移

出典：文部科学省「平成26年度 大学等における産学連携等実施状況について」



（参考）オープンイノベーション推進 データ例

56

○産業界への大学技術移転件数の推移

出典：経済産業省「大学の技術移転（ＴＬＯ）」を基に文部科学省作成
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